
№ 質問内容 回答

1
監理団体の業務運営に関する規程（以下「業務運営規程」といいます。）につ
いて、原則、インターネットを利用した公表（以下「インターネット公表」と
いいます。）が義務付けられることとなった経緯について教えてください。

技能実習生を受け入れる予定の事業者等の関係者が、監理事業所に赴くことなく、監理費を含む
監理団体の業務運営規程を確認することができるよう、令和５年６月１日から、原則、業務運営
規程のインターネット公表が義務付けられることとなりました。

（参考）
〇外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律
第三十九条　（略）
２　（略）
３　前二項に規定するもののほか、監理団体は、団体監理型技能実習の実施状況の監査その他の
業務の実施に関し主務省令で定める基準に従い、その業務を実施しなければならない。
〇外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規則
第五十二条　法第三十九条第三項の主務省令で定める基準は、次のとおりとする。
一～十四　（略）
十五　監理団体の業務の運営（監理費の徴収を含む。）に係る規程を電気通信回線に接続して行
う自動公衆送信（公衆によって直接受信されることを目的として公衆からの求めに応じ自動的に
送信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当するものを除く。以下この号において同じ。）
により公衆の閲覧に供すること。ただし、監理団体の事業の規模が著しく小さい場合その他の電
気通信回線に接続して行う自動公衆送信により公衆の閲覧に供することが困難であると認められ
る相当の理由がある場合にあっては、これに代えて事業所内の一般の閲覧に便利な場所に当該規
程を掲示すること。
十六　（略）

2 インターネット公表の際の留意点について教えてください。

業務運営規程のインターネット公表に当たっては、以下の点にご留意ください。
①　業務運営規程が当該監理団体のものであることを特定できるように公表すること
②　制限なく、誰でも閲覧することが可能であること

上記①及び②が満たされていれば、例えば以下のような方法によることができます。
・監理団体のウェブサイトによる公表
・監理団体のＳＮＳ（Facebook等）による公表（※）

（※）ＳＮＳを利用する場合、閲覧が会員（関係者）限定になっていないか（当該ＳＮＳを利用
していない者も含め閲覧可能な状態となっているか）、閲覧設定の確認が必要となります。
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3 ブログを利用した公表を行うことはできますか。
ブログ（ブログ作成サービス）についても、Ｑ２に記載の①及び②が満たされていれば、利用可
能です。

4
現在、組合のホームページを開設していないため、新たにホームページを開設
しようと考えていますが、開設まで少し時間がかかりそうです。どうすればい
いですか。

監理団体許可有効期間更新等の申請の際、ご質問のような状況にある場合は、説明書（インター
ネット公表のための準備を進めているが整備をするのに一定の時間を要するなど具体的な事情を
説明するもの）の提出をお願いいたします。
また、ホームページ開設に時間を要するなどの場合には、ＳＮＳやブログ等、開設が容易にかつ
速やかに行えるインターネット公表の手段もご検討ください。

5

人員体制や保有する設備等からウェブサイトを開設することができない程度 に
監理団体の事業の規模が著しく小さい場合にはインターネット公表を行わなく
て良く、事業所内での掲示でも良い場合もあると聞きましたが、どのような場
合でしょうか。

Ｑ４に記載のとおり、ＳＮＳやブログ等、開設が容易にかつ速やかに行えるインターネット公表
の手段が存在しますので、ご検討ください。そのような手段でも、インターネット公表が困難で
ある特別な事情がある場合には、事前に当機構までお問い合わせくださいますようお願いいたし
ます。

6
業務運営規程には監理責任者の氏名が記載されています。氏名を黒塗り（マス
キング）して公表しても良いですか。

業務運営規程は技能実習法令（Ｑ１を参照）に基づきインターネット公表するものであるため、
監理責任者の氏名等、黒塗り（マスキング）することなく公表する必要があります。

7
これから新しく監理団体の許可申請を行おうとしているのですが、申請の際
（許可を受ける前）に業務運営規程をインターネット公表する必要はあります
か。

申請時に業務運営規程をインターネット公表する必要はありません。
許可後に速やかに業務運営規程をインターネット公表できるよう、準備をお願いいたします。


